
令和３年度 

岩手県感染症対策委員会 

 

日 時 令和３年 11月 16 日（火） 

19：00～20：00 

場 所 岩手県庁 12 階特別会議室 

 

次   第 

 

１ 開 会 

 

 

２ 挨 拶 

 

 

３ 議 事 

 (１) 協議事項 

  ・ 委員長選出 

 

 (２) 報告事項 

  ア 新型コロナウイルス感染症対策について  

   (ア) 岩手県新型コロナウイルス感染症対策専門委員会の見解について 

 

   (イ) 今後の新型コロナウイルス感染症に係る医療提供体制について 

 

   (ウ) 新型コロナウイルス感染症に関する検査体制について 

 

  イ 蚊媒介感染症に関する特定感染症予防指針の一部改正について 

 

 (３) その他 

 

 

５ 閉 会 
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岩手県立大学 1 総合政策学部　准教授 千國　亮介 出席
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金濱　誠己 出席
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小瀬川　玄 出席
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利部　輝雄 出席

岩手県獣医師会 1 会長 佐々木　一弥 出席

岩手県保健所長会 1 大船渡保健所　所長 木村　博史 出席（web）

岩手県予防医学協会 1 専務理事・呼吸器内科部長 武内　健一 出席

岩手県臨床衛生検査技師会 1
岩手医科大学附属内丸メディカルセンター
医療安全管理部　副部長

高橋　幹夫 出席

岩手県市長会 1 宮古市長 山本　正德
代理出席（web）
（桐田　教男）

岩手県町村会 1 紫波町長 熊谷　泉 出席（web）

県立病院の代表 1 岩手県立中央病院長 宮田　剛 出席

結核病床を有する医療機関
の代表

1 国立病院機構盛岡医療センター院長 木村　啓二 出席

感染症指定医療機関
の代表

1 盛岡市立病院長 加藤　章信 出席

教育機関 教育委員会 1 教育局長 佐藤　一男 出席
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櫻井　滋 出席
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岩手県環境保健研究センター 保健科学部長 高橋　知子
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岩手県感染症対策委員会設置要綱 

 

（設 置） 

第１ 感染症の発生の予防及びそのまん延の防止に関する施策を総合的に推進するため、

岩手県感染症対策委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２ 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１）感染症の発生の予防及びそのまん延の防止のための諸施策の推進に関すること。 

（２）感染症に関する正しい知識の普及、感染症に関する情報の収集、分析及び提供

に関すること。 

（３）予防接種法（昭和２３年法律第６８号）第６条に定める臨時の予防接種の実施

に関すること。 

（４）予防接種法に規定する疾病に係る予防接種による健康被害の防止に関すること。 

（５）その他感染症予防対策の推進に関し、必要な事項。 

（組 織） 

第３ 委員会は、委員１８名以内をもって組織する。 

２ 委員は、医療及び行政の関係機関・団体等並びに学識経験者のうちから、知事が委

嘱する。委員の構成は別紙のとおりとする。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、欠員が生じた場合における後任委員の任期は

前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４ 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長及び副委員長は委員の互選とする。 

２ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき又は欠けたときは、その職務

を代理する。 

（招 集） 

第５ 委員会は、知事が招集する。 

（専門委員会の設置） 

第６ 委員会に所掌事項についての調査、研究及び審議を行うため、専門委員会を設置

することができる。 

２ 専門委員会は、委員長が指名する委員及び学識経験者等のうちから知事が委嘱する

者で組織する。 

３ このほか、専門委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める。 

（意見の聴取） 

第７ 委員会は、必要に応じて学識経験のある者及びその他委員長が必要と認めた者の



出席を求め、その意見を聴くことができる。 

（庶 務） 

第８ 委員会の庶務は、保健福祉部医療政策室において処理する。 

（補 則） 

第９ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１ この要綱は、平成元年７月２４日から施行する。 

（要綱の廃止） 

第２ 岩手県結核・感染症情報対策委員会要綱は廃止する。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成６年３月２５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年４月１６日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１０年１２月２２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１４年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１８年７月２１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

 附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 



別 紙 

 

岩手県感染症対策委員会委員の構成 

 

分  野 選 出 団 体 員数(人) 

学識経験者 

岩手医科大学 ３ 

岩手大学 １ 

岩手県立大学 １ 

関係団体 

岩手県医師会 ３ 

岩手県獣医師会 １ 

岩手県保健所長会 １ 

民間検査機関 
岩手県予防医学協会 １ 

岩手県臨床衛生検査技師会 １ 

自治体 
岩手県市長会 １ 

岩手県町村会 １ 

医療機関 

県立病院の代表 １ 

結核病床を有する医療機関の代表 １ 

感染症指定医療機関の代表 １ 

教育機関 教育委員会 １ 

計 １８ 
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新型コロナウイルス感染症に関する見解 

～第５波を振り返って～ 

 

令 和 ３ 年 1 1 月 1 6 日 

岩手県新型コロナウイルス 

感 染 症 対 策 専 門 委 員 会 

 

１ 第５波における感染状況等 

（1）全国の感染状況等 

ア 全国では、令和３年７月から９月の３か月間に、約 90 万人の患者が確認された。

患者の確認のピークは、８月中旬から下旬であった。地域別では、首都圏、関西圏

などの都市部のほか、沖縄県において多く確認された。 

イ ７月から９月の３か月間の人口 10 万人当たりの累積患者数を都道府県別に比較

すると、岩手県は 45 番目であり、同程度の人口規模の都道府県と比較しても、患者

の確認は少ない方であった。 

ウ この間、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言は、多いと

きで 21 都道府県に発令されたが、いずれも９月 30 日までに解除された。 
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（2）岩手県内の感染状況等 

 岩手緊急事態宣言期間中（８月 12 日～９月 16 日）の新規感染者は、県内全ての医

療圏において確認され、その合計は 1,194 名となり、それまで約１年１か月の累計感

染者数（９月 16 日現在 3,439 人）の約 35％がこの期間に集中した。 
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営業時間短縮要請
（8/30～9/12）

新規患者数、実効再生産数、岩手県（R3.6.28～9.26）

・ 実効再生産数は、公表日ごとの患者数を用い、推定感染日を公表日の７日前と仮定し、東洋経済オンラインが
公開している方法により算出（https://toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/）

岩手緊急事態宣言
（8/12～9/16）

岩手警戒宣言
（7/9～8/12）
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  ア ７月第１週から第５週（６月 28 日から８月１日） 

・ 直近 1 週間の新規感染者数（対人口 10 万人。以下「10 万人当たりの新規感染

者数」という。）は、６月 28 日の 2.8 人が８月１日には 8.1 人となり、全国の感

染拡大に連動して増加した。 

・ ７月９日に、県内で L452R 変異株が検出されたことから、岩手警戒宣言を発出

した。 

・ ７月は、盛岡市及び中部保健所管内において多くの患者が確認され、飲食店、

職場、教育・保育施設等におけるクラスターが確認された。 

 イ ８月第１週（８月２日から８日） 

・ 10 万人当たりの新規感染者数は、８月２日の 8.3 人が８月８日には 12.6 人と

なり、第４波の最高値の 12.0 人（５月８日）を超えた。 

・ ８月３日には、岩手警戒宣言を改訂し、夏季休暇やお盆を控え、都道府県を跨

ぐ往来の中止・延期を呼び掛けた。 

・ 県外への移動歴のある患者が発端と推定される店舗クラスターが発生し、最終

的に 48 名の患者が確認された。 

  ウ ８月第２週（８月９日から 15 日） 

・ 10 万人当たりの新規感染者数が、８月 12 日には 16.5 人とステージⅢの目安指

標の 15 人を超えたことから、医療のひっ迫を避けるため、県独自の岩手緊急事態

宣言を発出し、不要不急の外出自粛等の要請や県施設の利用制限等を実施した。

その後、８月 15 日には 21.4 人まで上昇した。 

・ 県内への帰省者、県外への移動歴のある方からの感染拡大が認められたほか、

飲食店、職場等でのクラスターが確認された。 

  エ ８月第３週（８月 16 日から 22 日） 

・ 10 万人当たりの新規感染者数は、引き続き増加し、８月 19 日にはステージⅣ

の目安指標の 25 人を超える 25.2 人、8 月 20 日には 25.9 人（第５波最高値、新

規感染者数 63 人）に達した後、８月 22 日には、22.0 人と若干減少した。 

・ ８月 20 日には、初めて県内全ての保健所管内で感染が確認される状況だった。 

・ 県内への帰省者、県外への移動歴のある方からの感染拡大や、飲食店やスポー

ツ活動でのクラスターが引き続き確認された。 

  オ ８月第４週（８月 23 日から 29 日） 

・ 新規感染者数は、前週後半から８月 23 日にかけて減少したが、８月 24 日に再

び増加に転じた。 

・ 10 万人当たりの新規感染者数は、８月 23 日の 22.0 人の後、８月 24 日から８

月 28 日まで 20 人を下回ったが、８月 29 日には 20.6 人となり、再度の増加の兆

候が認められた。 

・ ８月 26 日には、医療提供体制に高い負荷が生じていることから、更なる感染拡

大による医療のひっ迫を避けるため、盛岡市内の飲食店等に営業時間の短縮要請
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を実施することを決定した。 

・ 県内への帰省者や県外への移動歴のある方からの感染拡大に対応した結果、患

者数は一度減少傾向を示したと推定されるが、夏季休暇の終了による学校や職場

の再開に伴うクラスター、中部保健所管内等における飲食店を起点とするクラス

ターが確認され、患者数は再度増加した。 

  カ ９月第１週（８月 30 日から９月５日） 

・ 10 万人当たりの新規感染者数は、前週後半から再び増加に転じ、８月 30 日に

21.8 人、９月４日には 23.6 人と２回目のピークとなった。 

・ 盛岡市内においては、８月 30 日から９月 12 日まで飲食店等への営業時間短縮

要請が実施され、この期間中は、盛岡市内の歓楽街の人出が減少し、また、盛岡

医療圏の飲食店クラスターは、確認されなかった。 

  キ ９月第２週以降（９月６日以降） 

・ 全国的に感染者数は減少傾向となり、岩手県においても 10 万人当たりの新規感

染者数が９月４日に 23.6 人となって以降減少に転じ、９月 12 日には 13.4 人と

15 人を下回り、同日、予定通りに盛岡市内の営業時間短縮要請を終了した。９月

16日には9.6人となり、10人を下回ったことから、岩手緊急事態宣言を解除した。 

  その後も、新規感染者数は減少を続け、10 万人当たりの新規感染者数は、全国

で最も早く、10 月 17 日に 0 人となった。これは、令和２年 11 月２日以来のこと

であった。10 月 19 日には、療養者も 0 人となった。 
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営業時間短縮要請
（8/30～9/12）

岩手緊急事態宣言
（8/12～9/16）

・ 実効再生産数は、公表日ごとの患者数を用い、推定感染日を公表日の７日前と仮定し、東洋経済オンラインが
公開している方法により算出（https://toyokeizai.net/sp/visual/tko/covid19/）

・ モバイル空間統計Ⓡデータ提供元：（株）NTTドコモ、（株）ドコモ・インサイトマーケティング
※「モバイル空間統計®」は株式会社NTTドコモの登録商標です。

・ 人出は７月１日比
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（3）患者の年齢層、ワクチン接種、感染経路等について 

ア 新規感染者の年齢層は、７月以降、30 代までの若年者が６割以上を占め、若年者

での感染拡大が多く認められた。 

イ 一方、65 歳以上の高齢者のワクチン接種が進み、これまでの流行に比べ、高齢者

の患者の割合が減少し、７月以降の 60 歳以上の患者報告数は 193 名と全体の約 10％

であった。 

ウ ワクチンを２回接種した方の感染例も確認されたが、当該事例に重症化の兆候は

見られなかった。 

エ 死亡者は、令和３年７月以降、６名が報告された。令和３年３月から６月までの

致命率は 1.5％であったが、７月以降は 0.3％と低下した。 

オ 新規感染事例においては、感染経路の特定が困難な場合も多く、またクラスター

と確認されていない例でも、背景に相互の関連性が推測される事例も散見された。 

カ 初発患者のうち、感染経路が県外と推定される事例は、８月以降増加した。 

キ 県内の感染拡大事例では、葬儀で複数家族が感染した事例、家族全員が感染した

事例なども確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年11月～

令和3年2月

n=527

令和3年3月～6月

n=1,125

令和3年7月～9月

n=1,800

10歳未満 10歳代 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

患者の年齢層割合（令和2年11月～令和3年9月）、岩手県
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葬儀参加者

別居
家族①

別居家族

別居
家族②

別居
親族④

別居親族

別居
親族⑤

別居
家族③

別居
親族等

別居
親族等

別居
親族
(初発)

【事例１】葬儀のために複数家族（約20名）が参集し、感染が拡大した事例

●感染が疑われる場面
・長時間の接触（通夜、火
葬、葬儀等）

・会食（マスクなしでの会
話）等

別居家族５名が感染

①感染拡大地域から
来県し、数日間滞在

②帰宅後
感染判明

③帰省先の別居
家族、別居親
族に感染拡大

【事例２】県外からの帰省者（３名）から感染が拡大した事例

●感染が疑われる場面
・長時間の接触（車内、家庭
内）

・会食（マスクなしでの会
話）等

帰省者
①

帰省者
②

帰省者
③

別居家族別居家族別居家族別居家族
別居
家族

別居家族別居家族別居家族
別居
家族

別居家族別居家族
別居
家族

感染拡大地域①帰省

県内
友人①

県内
友人②

県内
友人③

地元の友人
（会食等）

家族①

家族②

友人・家族７名が感染

家族②

②地元の友人に
感染拡大

③別居家族にも
感染拡大

【事例３】１人の患者から家族全員が感染した事例

●感染が疑われる場面
・長時間の接触
・マスクなしでの会話等

祖父

職場
同僚

祖母

母

子②

父

子① 子③

同居家族

家族・職場８名が感染

①子の感染確認

②家族全員
が感染

③職場にも感染拡大
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（4）クラスターの発生状況について 

ア 岩手緊急事態宣言期間中に確認されたクラスターは計 30 件であり、それまでの累

計クラスター発生数（９月 16 日現在 92 件）の約 33％が集中した。区分別では、「職

場」が 10 件（133 名）、「飲食店」が９件（138 名）、「学校」が５件（92 名）などで

あり、クラスターの発生場所の傾向は、アルファ株等が流行していた４～６月とほ

ぼ同様であったが、一つのクラスター当たりの感染者数が多い傾向が見られた。 

イ 「職場」クラスターについては、10 件中４件が 10 名以上の事例で、両磐医療圏

で確認された 45 名の事例のように、職場から家族や知人などへの拡大が確認された

事例もあった。 

ウ 「飲食店」クラスターについては、９件中６件が 10 名以上の事例で、飲食店の従

業員や利用者からその家族や知人などへの拡大が確認された事例もあり、感染者数

の増加要因となった。 

エ 「学校」クラスターについては、５件いずれも、学校が再開した８月下旬以降に

確認された。 

夏季休暇終了の時期以降、規模の大きい学校等のクラスターが、県内各地で確認

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

二戸

盛岡

久慈

宮古

岩手中部

胆江

両磐
気仙

釜石

岩手県内のクラスター確認例（令和３年８月～９月）

飲食店17（8月）

店舗１（8月）

職場15（8月）

飲食店18（8月）

飲食店19（8月）

職場16（8月）

スポーツ活動５（8月）

飲食店20（8月）

学校６（8月）

職場19（8月）

飲食店21（8月）

職場20（8月）

職場21（9月）

学校８（9月）

学校７（8月）

高齢者施設４（8月）

スポーツ活動６（8月）

職場18（8月）

職場17（8月）

学校９（9月）

飲食店22（9月）

飲食店23（9月）

飲食店24（9月）

飲食店25（9月）

職場22（9月）

飲食店26（9月）

教育・保育施設５（9月）

教育・保育施設６（9月）

職場23（9月）

職場24（9月）

職場25（9月）

学校10（9月）

スポーツ活動７（9月）
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（5）医療提供体制について 

ア 病床使用率は、８月 13 日に 51.1％（179/350 床）とステージⅣの目安指標である

50％を超え、８月 20 日には 76.6％（268/350 床）を記録した。 

一部の医療機関では、外来診療の制限や不急の手術・検査の延期を実施するなど、

一般医療への影響が生じた。 

その後、病床使用率は概ね 60%程度で推移した後、９月７日以降減少に転じ、岩

手緊急事態宣言を解除した９月 16 日時点で 27.4％（96/350 床）となり、10 月 17

日には 0 人となった。 

イ 患者の受入れについては、医療機関の病床数及び宿泊療養施設の居室数を拡大す

ることにより対応し、入院率は概ね 60％前後で推移した。 

ウ 宿泊療養者数は、８月 22 日の 153 名を最高として、100～130 名程度で推移し、

９月 12 日以降は減少に転じ、９月 16 日時点で 62 名となり、10 月 19 日には 0 人と

なった。 

エ 宿泊療養者の急増を受け、予定を前倒しして、８月 24 日から３棟目の宿泊療養施

設の運用を開始した。 

オ 宿泊療養施設に酸素濃縮器を配備することにより、体調急変時に入院先が決まる

までの間、対応できるよう機能強化を図った。 

カ ８月下旬には、急激に感染が拡大し、病床や療養施設が更にひっ迫するような場
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合に、必要に応じて、重症化リスクが低く症状が安定している者について繰り上げ

退所・退院を検討し、新規感染者の部屋を確保する方針としたが、結果として実施

には至らなかった。 

キ 本県では、新型コロナウイルス感染症患者は、原則入院又は宿泊療養施設での療

養とし、これを経ずに自宅療養を行うことはしないとの方針に基づき対応したこと

により、概ね自宅療養が生じることはなかったが、一部、介護、障がい、その他家

庭の事情等により入院・宿泊療養に至らなかった事例もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）公衆衛生体制について 

ア 行政検査については、令和３年７月から９月の３か月間に、県環境保健研究セ

ンター及び民間検査機関等で、34,042 件の検査を実施した。それまでの累計検

査件数（120,262 件）の約 28％に当たる件数であった。 

  最も検査件数が多かったのは、８月 18 日報告の 1,312 件（PCR 検査 1,044 件

及び抗原検査 268 件）であり、これまでに整備してきた緊急最大時の１日当た

りの PCR 検査能力の 4,033 件を下回っていた。 

  濃厚接触者等の検査は、主に検体採取を実施している県内各地の医療機関や

県が委託している民間検査機関において実施し、県環境保健研究センターでは、

専門的な分析を必要とする変異株スクリーニング PCR 検査及びゲノム解析への

対応を行った。 

各種指標の推移（岩手県・病床使用率等 R3.7.1～9.30）
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イ 新規感染者数の急増に対応するため、保健所間応援派遣を行ったほか、ＯＢ

保健師の増員など県庁に設置した保健所支援本部の体制を強化し、保健所の機

能が発揮できるよう支援を行い、感染が拡大した状況であっても、幅広い積極

的疫学調査を実施した。 

 

 

（7）人流の動向について 

ア 県内主要駅における人流については、岩手緊急事態宣言期間中、前年比で二戸駅

は 8.6％の減、盛岡駅は 14.9％減、北上駅は 18.3％減、一ノ関駅は 12.4％減と減少

した。 

イ 岩手緊急事態宣言期間中の盛岡大通り周辺の来訪者数は前年比 22.0％減、同地区

の 20～24 時平均滞在人口についても、前年比 30.0％減と低い水準となった。 

ウ 営業時間短縮要請期間中の 20 時～24 時平均滞在人口は、要請前比 25.2％減と減

少した一方、営業時間短縮要請終了後は、要請期間中比 40.8％の増加となった。 
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【主要駅の１日当たり来訪者数の増減率の推移】

【出典及び分析方法】・KDDI Location Analyzer（https://k-locationanalyzer.com/）
・来訪者数は、auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定できない処理を行って集計した拡大推計値である。未成年者・インバウンドは集計対象外。
・各地点において、駅舎、駅前広場等を含む範囲を抽出して集計を行った。
・集計に当たり、期間中に複数回来訪した人については、1日ごとに１人として集計している。

二戸駅
6/1
～6/30

7/1
～7/31

8/1
～8/31

8/12
～9/16

2019年との比較 ▲45.4 ▲23.6 ▲50.7 ▲47.0

2020年との比較 ▲18.5 2.0 6.0 ▲8.6

盛岡駅
6/1
～6/30

7/1
～7/31

8/1
～8/31

8/12
～9/16

2019年との比較 ▲44.4 ▲34.5 ▲49.9 ▲50.3

2020年との比較 2.4 ▲0.5 ▲4.1 ▲14.9

北上駅
6/1
～6/30

7/1
～7/31

8/1
～8/31

8/12
～9/16

2019年との比較 ▲40.0 ▲37.% ▲53.0 ▲51.7

2020年との比較 ▲10.1 ▲11.3 ▲11.9 ▲18.3

一ノ関駅
6/1
～6/30

7/1
～7/31

8/1
～8/31

8/12
～9/16

2019年との比較 ▲48.0 ▲35.1 ▲55.3 ▲52.3

2020年との比較 1.2 5.5 ▲0.8 ▲12.4

※岩手緊急事態宣言期間中（8/12～9/16）の日付は2021年のものであり、2019年、2020年の同一週（曜日）との比較を行った。

岩手緊急事態宣言期間中(８月12日（木）～９月16日（木））の岩手県内の主要駅の来訪者数をみると、2019年比増減率が▲47.0％～

▲52.3％、2020年比増減率が▲8.6％～▲18.3％となっており、人流は低い水準となっている。

（単位：％）

岩手県内の主要駅における人流の動向について

0

2,000

4,000

6,000

5時 6時 7時 8時 9時 10時 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時 19時 20時 21時 22時 23時 24時 25時 26時 27時 28時

（人）

営業時間短縮要請前 営業時間短縮要請期間中 営業時間短縮要請解除後

20～24時平均滞在人口（人） 増減率（％）

①営業時間
短縮要請前

②営業時間
短縮要請期間中

③営業時間
短縮要請解除後

①時短要請前→
②時短要請期間中

②時短要請期間中→
③時短要請解除後

2,792 2,087 2,939 ▲ 25.2 40.8

盛岡市における飲食店等の営業時間短縮要請期間中（8月30日（月）～９月12日（日））の盛岡大通周辺の夜間（20時～24時）滞在人口

（期間平均）を、営業時間短縮要請前（８月16日（月）～29日（日））と比較すると、増減率は▲25.2％となっている。また、営業時間短

縮要請解除後（９月13日（月）～19日（日））の増減率は40.8％となっている。

【盛岡大通の時間帯別滞在人口（期間平均） ※営業時間短縮要請前後】

【出典及び分析方法】KDDI Location Analyzer（https://k-locationanalyzer.com/）
・滞在人口はauスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を
特定できない処理を行って集計した拡大推計値である。未成年者・インバウンドは集計
対象外。

・右の地図で囲んだ範囲（大通繁華街周辺、滞在時間60分以上）を抽出して集計を行っ
た。

盛岡大通周辺における人流の動向について（時間帯別滞在人口）※営業時間短縮要請前後
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（8）変異株について 

ア スクリーニング検査やゲノム解析の結果から、岩手県では６月中に、E484K の変

異がある変異株（R.1 系統）からアルファ株（N501Y の変異がある B.1.1.7 系統）に

ほぼ置き換わったことが確認された。 

イ ７月以降、L452R の変異がある変異株が検出され、９月中旬までに検出例のほぼ

10 割に達したことが確認された。L452R の変異株は、ゲノム解析の結果、ほぼデル

タ株（B.1.617.2 系統）であると推定された。 

ウ 9 月 24 日時点では、新たな変異株は確認されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 専門委員会としての見解 

（1）第５波の総括  

ア この夏の感染拡大は、全国的に新規感染者が増加する中、県内への人口流動によ

り、感染力が強いデルタ株による感染が県内でも拡大し、これまでにない流行とな

ったと考えられる。 

イ デルタ株の可能性が高い L452R 変異株の検出に伴い発出された岩手警戒宣言につ

いては、10 万人当たりの新規感染者数がステージⅢの目安指標である 15 人を超え

た場合には、県独自の緊急事態宣言を発出することを示すとともに、県民に対し感

染対策の再徹底を促すことに繋がった。 

L452R変異株ＰＣＲ検査陽性率（岩手県環保研・R3.9.24現在）
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ウ これを踏まえ、県は 10 万人当たりの新規感染者数が 15 人を超えた８月 12 日に岩

手緊急事態宣言を発出したが、新規感染者数を目安とする警戒宣言から緊急事態宣

言と段階を踏んだ対応は、県民に分かりやすく、行動変容をもたらす効果的な注意

喚起の手法であったと評価できる。 

エ ８月 20 日には、10 万人当たりの新規感染者数が 25.9 人に達しており、更に感染

が拡大したり、同程度の感染が数日継続した場合は、医療提供体制がひっ迫する状

況となったと考えられるが、８月 12 日の岩手緊急事態宣言の発出後、県内各地で人

流の減少が確認され、感染拡大の抑制に一定の効果があったと推察されることから、

適時の発出であったと評価できる。 

  また、感染経路は県内の一部地域からの拡大ではなく、県外に起因する感染が県

内各地で確認されたことから、岩手緊急事態宣言の対象地域を県内全域としたこと

は妥当であったと考えられる。 

オ 一方で、８月上旬は、県外からの帰省者や県外への移動歴のある方からの感染拡

大が多く確認されたことから、帰省や帰省中の行動について、７月末には、より強

く働きかける必要があったと考えられる。 

カ 岩手緊急事態宣言の解除については、その目安を 10 万人当たりの新規感染者数が

10 人を下回った時期と設定し、これに従って９月 16 日に解除したが、潜伏期間を

考慮した収束の目安としても、減少傾向が２週間程度継続していることが適当と考

えられることから、概ね適時の解除であったものと考える。 

  解除の目安としての 10 万人当たりの新規感染者数 10 人という数値自体について

は、必ずしも科学的な裏付けがある訳ではないが、数値目標を示して県民が共通認

識のもと感染対策に取り組んだことが、結果的に新規感染者数の減少・早期収束に

繋がった側面があると考えられる。 

  なお、国の緊急事態宣言等と同様、宣言発出時に解除の期限を明示することも考

えられるが、県内の流行や感染が、全国の感染状況や帰省時期等の他律的な要素の

影響を受ける傾向が強いことから、それらを踏まえて、終期を判断する必要がある

ものと考える。 

キ 盛岡市内の飲食店への営業時間の短縮要請については、医療提供体制への負荷が

高い状況の中での要請であり、期間中、盛岡市内において飲食店クラスターは確認

されず、また、感染拡大を防止することによって、医療提供体制のひっ迫を防ぐこ

とができたものと考えられる。 

ク 公衆衛生体制については、検査体制の構築と保健所の応援体制により、幅広い積

極的疫学調査は維持され、早期の感染者の発見による囲い込みは、有効に機能した

と考えられる。 

ケ 医療提供体制については、岩手緊急事態宣言期間中、病床使用率が高まったもの

の、原則入院・宿泊療養を経ずに自宅療養は行わないとする岩手県の医療体制が維

持されたことから、岩手緊急事態宣言により、他県と比較して感染拡大を抑制する
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ことができたものと考えられる。 

 

 

（2）現時点でのリスク評価 

ア 全国の新規感染者数は９月下旬以降大幅に減少し、新型インフルエンザ等対策特

別措置法に基づく緊急事態措置及びまん延等防止措置については、９月末日をもっ

て全ての都道府県において解除された。 

イ 岩手県においても、９月中旬以降、新規感染者数、療養者数、病床使用率、PCR

検査陽性率等、感染状況のステージ判断のための指標のすべてがステージⅢの目安

指標を下回っており、９月 30 日以降はステージⅠの状況となり、医療体制に特段の

支障がない状況となっている。 

ウ 以上の状況から、岩手県における感染リスクは、11 月現在、昨夏以降最も小さい

状態にあるものと考えられる。 

 

 

（3）対応の方向性 

ア 11 月現在、岩手県における感染リスクは小さい状況にあるものの、デルタ株の高

い感染性や予防接種済の対象における感染や発症例の存在があること、制限解除に

伴う人流の増加が見られていること、また、感染者数減少に伴う安心感が人々の行

動変容や接触機会の増加につながりかねないこと、さらに、感染リスクが高い場所

において感染が循環・維持される可能性があること等を鑑み、新規感染者数のリバ

ウンドが懸念される状況にあると考えられる。 

イ 再び、第５波のような感染拡大が生じる事態において、医療崩壊や医療のひっ迫

を招くことがないよう、医療提供体制の維持を図ることが肝要である。 

ウ 岩手県では、保健所の判断によって PCR 検査を集中的に実施し、感染者の特定と

入院又は宿泊療養施設での療養、積極的疫学調査による感染経路の推定、患者、接

触者、医療機関等の協力による濃厚接触者等の特定・行動制限（囲い込み）を継続

しているが、新規感染者数が増加すれば、これらの対応が困難となる可能性がある。 

エ 必要な方に必要な医療を提供するためには、県民一人ひとりの基本的な感染防止

対策の徹底により新規感染者数を抑制することとともに、医療提供体制や検査体制

の見直し、適時適切な社会全体としての取組（行動自粛、営業時間短縮要請、イベ

ント制限等）等が必須である。 

オ 岩手緊急事態宣言については、医療提供体制のひっ迫を避けるため、今後、同様

の宣言を発出又は解除する場合は、今回のタイミングと同様に 10 万人当たりの新規

感染者数を目安とする方法に加え、解除に際しては、収束傾向が見られてから２週

間程度の期間を目途とすることも考えられる。 

一方、ワクチン接種の進展に伴う患者像の変化、重症化リスクの高い患者が重症
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化することを予防する中和抗体薬が使用可能となったこと等を踏まえて、その時点

の医療提供体制や感染拡大状況に即して岩手緊急事態宣言の発出・解除のタイミン

グやワクチン接種歴の活用による感染リスクの低減等を含め、外出自粛や公共施設

の原則休館などの要請内容も発出時の最新状況に準拠して柔軟に対応することが求

められる。 

カ 岩手緊急事態宣言による要請事項のうち、公共施設等の利用制限については、施

設の性質等に着目し、適切な感染対策を条件に制限を緩和することも考えられる。

また、飲食店等への営業時間短縮についても、いわて飲食店安心認証制度などの一

定の条件をもとに制限を緩和することも考えられる。 

 

 

（4）再度の感染拡大に備えた保健・医療提供体制等の整備 

ア 感染力の強い変異株の流行や、ワクチン接種の進展に伴う患者像の変化、重症化

リスクの高い患者が重症化することを予防する中和抗体薬が使用可能となったこと

等を踏まえ、今後も中長期的に感染拡大が反復する可能性があることを念頭に、保

健・医療提供体制の再構築が必要である。 

イ これまで、感染が拡大した際には、新型コロナウイルス感染症の対応病床を確保

するため、一般医療を制限せざるを得ない状況もあったが、今後ともコロナ医療と

一般医療の両立を図っていくことは重要な視点である。 

ウ このため、改めて感染拡大時における地域全体での医療提供体制のあり方や、感

染患者の病状に応じてどのような場で療養するのか、病床の確保等についても整理

と具体的準備が必要である。 

エ 感染が急拡大する事態においては、増加する可能性がある宿泊療養者等の健康管

理、医療支援、急変時対応の体制の強化が必要であるほか、重症化リスクの高い患

者に対し適切に中和抗体薬を使用する仕組みを構築する必要がある。 

オ 保健所体制に関しては、改めて全庁支援や民間活用を含む保健所組織外の組織、

人員、設備、システム等の活用により、業務効率化や体制強化が必要である。 

カ 検査体制については、これまでの検査実績を踏まえ、検査需要の急増や集中的な

定期検査、インフルエンザの流行に伴う新型コロナウイルス感染症の検査需要の増

加に備えた相談体制、検体採取体制、検査（分析）体制の見直しが必要である。 

キ 簡便な抗原検査が普及したことから、適応とならない病状を対象に検査を実施し、

その結果をもって感染を否定するなど不適切な運用は避けなければならない。 

ク 検査の意義や適応に関しては、国が示す最新の新型コロナウイルス感染症病原体

検査の指針に準拠して対応するとともに、特に疑いのある行動歴を有する場合は積

極的に行政検査に繋げる必要がある。 
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第９回岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会について 
 

１ 「病床・宿泊施設療養施設確保計画」見直しの基本的な考え方            

※国の新型コロナウイルス感染症対策本部（第 79 回）より 

(1) ワクチン、検査、治療薬等の普及による予防、発見から早期治療までの流れをさらに

強化するとともに、最悪の事態を想定して、次の感染拡大に備える。 

(2) 今後、感染力が２倍となった場合にも対応できるよう、医療提供体制をはじめとする

各種対策の全体像を示す。 

(3) 例えば感染力が３倍となるなど、それ以上の感染拡大が生じた場合には、強い行動制

限を機動的に国民に求めるとともに、国の責任において、一般医療の制限の下、緊急的

な病床等を確保するための具体的措置を講ずる。 

(4) ワクチン接種による効果等も踏まえつつ、今後、感染力が２倍となった場合にも対応

できるよう、今夏の 1.2 倍の入院患者の受け入れが必要。 
 

２ 第９回医療体制検討委員会の確認事項等                      

  本県においては、現計画において患者対応が可能な体制となっているが、さらなる病

床等の確保も含め、県全体の病床・宿泊療養施設確保計画を見直し「保健・医療提供体

制確保計画」に改めることが求められていることを踏まえ、以下の項目について委員会

で確認した。 

(1) 計画を見直しにあたっての本県の対応方針 

   本県ではこれまでどおり、患者は原則入院又は宿泊療養施設での療養を基本とする。 

(2) 感染力が２倍となった場合にも対応できるコロナ病床及び宿泊療養施設の確保 

国が示した方法に基づき試算したところ、本県の患者の療養先について入院又は宿

泊療養を基本とした場合、現行の計画のままでは若干の不足が生じる可能性があるこ

とから最終フェーズ３の確保病床数を350床から400床（50床増）に変更する。 

あわせて、宿泊療養施設の居室を300室から370室（70室増）に変更する。 

  ＜病床・宿泊療養施設確保計画＞ （現在国と調整中） 

  対応方針等の前提とする値 病床等確保計画 

最大新規感染者数 

（人／日） 

最大療養者数 

（人／日） 

病床数 

（床） 

宿泊療養施設室数 

（室） 

合計 

（床又は室） 

86※１ 

(±0)※２ 

574※１ 

(+66)※２ 

400 

(+50)※２ 

370 

(+70) ※２ 

770 

(+120)※２ 

 ※１ 国の算定基準による  ※２ カッコ内は現計画との差 

(3) 今後の医療体制の強化について 

  ア 感染確認後速やかに中和抗体薬を投与できる体制の整備 

  イ 酸素濃縮装置の配備により機能強化した宿泊療養施設の運営 

  ウ 一般医療と感染症医療の両立を強化するための岩手医科大学附属病院への臨時医

療施設の設置 

資料２‐１ 
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岩手県における新型コロナウイルス感染症に係る医療体制（方針） 

令和２年５月 18日 

岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会 

（令和２年６月９日改定） 

（令和２年７月９日改定） 

（令和２年９月 11 日改定） 

（令和２年 10月 22 日改定） 

（令和３年８月 16日改定） 

（令和３年 月 日改定） 

 

１ 趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の患者に対し適切な医療を提供するとともに、一般医療への

影響を最小限に止め、限られた医療資源を“オール岩手”で有効に活用するため医療体制

の方針を示すもの。 

２ 岩手県におけるフェーズの考え方 

感染症病床の利用状況を目安にフェーズに応じた医療体制を構築する。 

 フェーズ１ 
【発生初期】 

フェーズ２ 
【発生拡大期】 

フェーズ３ 
【まん延期】 

指標 

(感染症指定医療機関

等の利用状況) 

感染症病床に余裕が

ある 

一部の医療機関の感

染症病床が満床とな

った又は県内の半数

の感染症病床に患者

を収容している状況 

・すべての医療機関の

感染症病床が満床と

なった又は重点医療

機関等の病床の利用

が進んだ状況 

フェーズ切り替

えのタイミング 
※確保病床の使用率 

20％未満 
（目安：～79 床） 

概ね 20％～ 
（目安：80～199 床） 

概ね 50％～ 
（目安：200 床～） 

新型コロナウイ

ルス感染症の医

療体制 

・協力医療機関※１

での疑い患者の受

入れ開始 

  

・重点医療機関等で

の受入れを開始 

  

・最重症患者の高度

医療機関での受入

れを開始 

  

・軽症者の宿泊施設

等での療養を実施 

  

・休止病床の再開

に向けた運用準備 

・休止病床の準備及

び再開 

 

一般の医療体制 ・通常の一般医療提

供 

・感染拡大に伴う一

部機能の制限の検討 

・感染拡大に伴い一

部機能を制限 

※１ 協力医療機関とは、新型コロナウイルス感染症を疑う患者を受け入れる個室を有する医療

機関であって、県が指定する医療機関をいう。 

※２ 重点医療機関等とは、県が指定する重点医療機関をいう。 

※３ 高度医療機関とは、複数の ECMO（体外式膜型人工肺）を運用し、高度な医療を提供可能

な医療機関をいう。 

資料２‐２ 
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３ 新型コロナウイルス感染症患者の療養方針について（別表１） 

 県内において新型コロナウイルス感染症の患者は、原則入院とする。 

⑴ 患者の症状を以下の仕分け基準に基づき、医療機関又は宿泊療養施設等の搬送先と搬

送手段を調整する。 

               フェーズ 

仕分け基準 

フェーズ１ 
【発生初期】 

フェーズ２ 
【発生拡大期】 

フェーズ３ 
【まん延期】 

レベル１ 

患者の状態：無症状・軽症 

必要な医療：健康観察・経過観察 

・原則、医療機関へ入院※又は宿泊療養施設等

で療養 

レベル２ 

患者の状態：中等症 

必要な医療：酸素投与 

・二次医療圏内の医療機関に入院 

 

（保健所等は、医療圏の役割分担のもと患者の

状態等により入院※先を選定） 

レベル３ 

患者の状態：重症 

必要な医療：人工呼吸器 

・二次医療圏内の医療機関に入院 

（保健所等は、医療圏の役割分担のもと患者の

状態等により入院※先を選定） 

レベル４ 

患者の状態：最重症 

必要な医療：ECMO 

・高度医療機関へ入院 

（保健所等は、必要に応じ入院等搬送調整班と

調整し入院※先を選定） 

  ※ 患者の状態と受入入院患者数、医療機関状況により保健所又は入院等搬送調整班が入院調整

を行う。 

⑵ 感染が急拡大した際の医療体制等 

  ア．新型コロナウイルス感染症と確認された患者は、原則入院とする。ただし、例外的

に次のような対応を取る場合がある。 

ア）医師の診断により軽症者等であって、宿泊施設での療養が適当と判断された患者

は、宿泊療養施設で療養する。 

   イ）小児の患者の状態によっては、入院を行わない場合がある。 

ウ）医療施設や社会福祉施設等においてクラスターが確認された場合には、県全体の

医療体制を踏まえ、その都度対応を協議する。 

  イ．自宅療養については、入院や宿泊療養施設での療養を経ずに行うことはしない。 

    ただし、次のような場合は、例外的に自宅療養を認める場合がある。 

   ア）入院施設や宿泊療養施設での療養を経て、症状が軽快し、療養解除までの数日間、

保健所等が実施する定時の健康観察等に応じることができる場合。 

   イ）病状や家庭の状況（家族の介護や家畜の世話等）等により、入院や宿泊療養施設

での療養が困難と判断された場合。 

ウ．やむを得えず、自宅療養となる場合には、一度、保健所等が指定する医療機関を受診

し、医師の診察を受けた後、保健所は、患者に対しパルスオキシメーターを貸し出し、

健康観察を行うこととする。 

なお、急変時は、診察を受けた医療機関で対応することとする。 
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４ 病床・宿泊施設確保の考え方（別表２） 

ア．第５波の最大患者数を超え、更なる感染が拡大した場合に対応できるよう、フェーズ

毎に必要と考えられる病床確保計画数を推計したうえで、患者発生状況を踏まえながら

重点医療機関等の準備病床から即応病床に移行する等、一般医療との両立を図りながら

段階的に病床を確保する。 

イ．フェーズ１（発生初期）では、病床を●床確保するほか、感染が急激に拡大した場合

にも対応できるよう、宿泊療養施設を●室も常時稼働させる。 

  病床使用率が人程度の拡大となった場合には、フェーズ２への移行に備え病床拡大の

準備を進める。 

ウ．フェーズ２（感染拡大期）では、 

 宿泊療養施設は、最大確保室数での稼働ができるよう準備を始める。 

エ．フェーズ３（まん延期）には、県内全体で 400 床の病床、軽症者等宿泊療養施設を

370 室、あわせて 770 床・室を目標とする計画とする。 

  フェーズ１ 
【発生初期】 

フェーズ２ 
【発生拡大期】 

フェーズ３ 
【まん延期】 

指標 

(感染症指定医療機関等

の利用状況) 

感染症病床に余裕があ

る 

一部の医療機関の感染

症病床が満床となった

又は県内の半数の感染

症病床に患者を収容し

ている状況 

・すべての医療機関の感

染症病床が満床となっ

た又は重点医療機関等

の病床の利用が進んだ

状況 

フェーズ切り替え

のタイミング 
※確保病床の使用率 

20％未満 
（目安：～79 床） 

概ね 20％～ 
（目安：80～199 床） 

概ね 50％～ 
（目安：200 床～） 

確保病床 150 床 
250 床 

400 床 

 軽症～ 

中等症 
130 床 220 床 調整中 

 
重 症 20 床 30 床 調整中 

宿泊療養居室数 85 室 247 室 370 室 

病床＋居室 計 235 床 497 床 770 床 

５ 具体的な対応について 

 ⑴ 入院等搬送調整班の設置 

  ア．構成等（別表３） 

岩手県新型コロナウイルス感染症医療体制検討委員会の委員の中から県が指名する

者を班長（入院搬送コーディネーター）とし、班長の下に数名の副班長を置く。 

なお、長丁場を見据えた班体制を構築するため、班長は、副班長数名を指名する。 

また、災害時の医療調整のスキームを活用し調整を行うため、岩手ＤＭＡＴロジステ

ィックチームを班員に含むこととする。 

イ．業務内容 

    患者の重症度等に応じた一定程度の基準を設けることにより受入れ先の調整を行う

こととする。 

今後確保計画の見直しを行う中で改

めて整理する。 
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   ア）症状に応じた仕分け（トリアージ）（別表１） 

仕分け（トリアージ）基準は、軽症（医療不要）、中等症（酸素投与等）、重症（人

工呼吸器）、最重症（ECMO 対応者）とする。 

   イ）受入れ先の調整業務 

     二次医療圏を超える搬送等が必要な場合には、入院等搬送調整班が調整する。 

   ウ）透析、妊産婦、新生児等※及び精神疾患の個別の症状に応じた受入れ先の調整 

     それぞれ専門の医師の意見を聞きながら受入先を調整する。（別表４） 

     ※ 新生児等には、新生児のほか通常の小児科、医療的ケア児等を含むもの。 

  ウ．連絡方法等 

    新型コロナウイルス患者等情報把握・管理支援システム（HER-SYS）により情報を共

有する。（令和２年７月６日付医政第 458 号により通知） 

    なお、医療機関別に重症別の患者数を把握したいことから、患者の状態が変わった

場合、入院等搬送調整班に連絡する。 

⑵ 発熱外来（地域外来・検査センター）の設置 

   令和２年７月末に全ての二次医療圏で合計 10 カ所の発熱外来（地域外来・検査センタ

ー）が設置され、令和２年 10 月以降は、季節性インフルエンザにも対応できる地域の診

療・検査医療機関の指定が進み、PCR 検査等の体制の強化が図られてきたことから、現在

は１カ所のみ運営しているところ。 

今後においても、診療・検査医療機関の指定状況や県内の感染状況等を踏まえ、運営に

係る必要な支援を行う。 

⑶ 診療・検査医療機関の指定による相談・外来診療体制の整備 

季節性インフルエンザの流行に備え、地域の身近な医療機関において新型コロナウイ

ルス感染症とインフルエンザの診療・検査体制が整備されるよう、引き続き診療・検査医

療機関の指定を進める。（令和３年 10月 22 日現在、358 医療機関を指定。） 

また、受診・相談センターからの受診案内に加え、公表を希望する診療・検査医療機関

を県のホームページ等において公表し、患者が円滑に医療機関を受診できるよう体制を

整備する。 

 ⑷ 軽症者等の受入れのための宿泊療養施設の運営 

県は、無症状・軽症者用の宿泊施設を確保し、医師会等医療関係団体の協力のもと、適

切な健康観察を行う。 

また、宿泊療養施設に酸素濃縮器を配備し、体調急変時に入院先が決まるまでの間、対

応できるよう機能強化を図る。 

今後においても、次なる波に備え、宿泊施設の確保に努める。 

 ⑸ 休床している病院等の活用 

   医療が必要な患者の入院施設として、現在休床している病院や入院患者の少ない地域

病院等の活用を検討する。 

 ⑹ 二次医療圏内での医療提供体制を確保するための体制 

   保健所は、患者の受入れ体制について感染症指定医療機関、基幹病院、医療関係団体

等と役割分担について見える化し、圏域内の関係者同士で情報共有する。 
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   なお、役割分担について見直しを行う場合には、関係者との間で調整したうえで行う

こととし、入院等搬送調整班にも変更後の情報を提供する。 

 ⑺ 結核病棟の活用について 

   県は、感染症病床だけでは対応が困難となる発生拡大期（フェーズ２）に移行すると

考えられる場合には、結核病棟を有効に活用するため医療機関における役割分担や一時

的な集約化について協力を依頼する。 

⑻ 医療従事者の宿泊施設の確保について 

   患者の診療にあたった医師・看護師等医療従事者が自宅に帰ることが難しい場合に

は、事前に医療機関等が確保した宿泊施設に宿泊した場合の費用を県が補助する。 

⑼ 病床確保について 

ア．重点医療機関の設置 

  専門性の高い医療従事者の集中的な確保と、院内感染防止策を効率的に実施するた

め医療機関又は病棟単位で中等症程度の新型コロナウイルス感染症患者を重点的に受

け入れる重点医療機関を設置する。 

 ア）選定基準 

中等症程度（酸素吸入及び呼吸モニタリングが可能）の患者を受入れることがで

きる医療機関とする。 

また、患者の診療にあたる医療従事者を同一法人や協定等により確保できること

を条件とする。 

   イ）指定の方法 

     県は、医療機関への調査の結果及び直接の聞取り内容を踏まえ、国に報告し了承

された医療機関を指定する。 

   ウ）その他 

     Ｇ－ＭＩＳ等により病床の運用状況を適時・適切に報告することを条件とする。 

イ．協力医療機関の設置 

  救急搬送困難事例を発生させないため、新型コロナウイルス感染症を疑う患者を受

け入れる医療機関として協力医療機関を設置する。 

 ア）選定基準 

   救急告示病院又は病院群輪番制参加病院であって、新型コロナウイルス感染症の

疑いがある患者を個室において受け入れることができる協力医療機関を設定する。 

   イ）指定の方法 

     県は、医療機関への調査の結果及び直接の聞取り内容を踏まえ、国に報告し了承

された医療機関を指定する。 

   ウ）その他 

     Ｇ－ＭＩＳ等により病床の運用状況を適時・適切に報告することを条件とする。 

ウ．その他 

今後、新型コロナウイルス感染症が再び拡大するような場合、県は、入院等搬送調

整班等と協議・調整を行い、病床確保を依頼する医療機関等に対し患者の受入れにつ

いて協力依頼する。 
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そのほか、患者の受入れを行わない医療機関等に対し、感染症対策のフェーズに  

入ったことや役割分担を行いながら必要な医療提供が継続されるよう協力依頼する。 

⑽ 施設内感染防止対策等について 

  県は、社会福祉施設等における感染防止に向けた取組みを推進するためチェックリス

トを作成し特別養護老人ホーム、障害者支援施設等において自己点検を行い、点検結果

を確認のうえ、不足の点については保健所への相談により改善に努める。 

また、平常時から、いわて感染制御支援チーム（ICAT）は保健所及び広域振興局等と

連携し、県内の医療機関、福祉施設等における感染防止対策を支援する。 

県内でも感染が拡大した場合における、病床を効率的に消毒し、運用する方法や医療

機関で患者の受入れが終了した際の消毒等の対応や体制整備について継続検討を行う。 

 ⑾ 搬送体制について 

   患者等の搬送については、基本的には管轄保健所が行うが、患者の容態や搬送先によ

り、消防機関、民間救急等を活用する。 

⑿ いわて医療福祉施設等クラスター制御タスクフォースの設置 

   県内の医療機関、社会福祉施設等において、連続的に新型コロナウイルス感染症患者

の集団発生が起こり、大規模な集団発生につながりかねない場合に備え、現地の施設等

における医療的支援、保健所の活動支援等を行う臨時的組織として、いわて医療福祉施

設等クラスター制御タスクフォースを設置する。 

⒀ 医療福祉施設においてクラスターが発生した場合の入院搬送調整について 

   保健所は、医療機関又は社会福祉施設等においてクラスターを確認した場合は、医療

政策室感染症担当及び入院等搬送調整班にその情報を共有する。 

   保健所は、二次医療圏における役割分担の下、受入れ先の調整を行うが、二次医療圏

内の医療機関だけでは受入れが難しい場合には、入院等搬送調整班に連絡する。 

   入院等搬送調整班は、県内の医療機関の受入れ体制を確認したうえで、患者に必要な

医療が提供できる施設を選定し、適切に搬送（移送）が行われるよう消防等の関係  

団体と調整のうえ搬送手段を決定するなど、保健所等の支援を行うためいわて医療福祉

施設等クラスター制御タスクフォースを派遣する。 

⒁ PCR 等検査のための検体の採取について 

保健所は、クラスターの発生が疑われる場合において、検査の実施のために短時間で

多くの検体を採取する必要があると認める場合等は、医療政策室に連絡の上、検体を採

取する医療機関と調整する等、適切な方法（①検体採取を委託する医療機関での採材、

②保健所による医師等の派遣、③検体としての唾液の採用等）により検体を採取する。 

⒂ 感染急拡大時における早期退所・退院について 

   感染が拡大し、確保した宿泊療養施設及び病床が満床となるなど、新規感染者の療養

に支障をきたすと判断される場合、患者の容態等の状況を把握し、管轄する保健所との

調整を行ったうえで、療養解除となる前の患者を退所・退院させることとする。 

   この場合、退所・退院後から療養解除となるまでの間に必要となる食料等を配付する

ほか、パルスオキシメーターを貸与し宿泊療養施設と同等の健康観察を継続することと

する。 
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   また、急変時における対応は、原則、宿泊療養施設又は退院前の医療機関で行うこと

とする。 

⒃ 後方支援医療機関の指定について 

   新型コロナウイルス感染症の治療を行う感染症病床等を効率的に活用するため、新型

コロナウイルス感染症の療養解除後にリハビリや基礎疾患の治療等が必要な患者の受入

れを行う後方支援医療機関を指定する。 

   必要に応じ、後方支援医療機関への感染対策等や感染症の理解を深めるための取組を

実施する。 
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【別表１：症状等に応じた搬送調整のイメージ】 

 

 

【別表２：フェーズに応じて病床を段階的に確保するイメージ】 

 
  

今後確保計画の見直しを行う中で改めて整理する。 
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【別表３：入院等搬送調整班】 

  ◆ 班長 

岩手医科大学救急・災害・総合医学講座 災害医学分野教授 眞瀬 智彦氏 

  ◆ 副班長（２名） 

    岩手県立中央病院 救急医療部長 須原 誠氏 

    岩手県立胆沢病院 人工透析科長兼災害医療科長兼泌尿器科医長 忠地 一輝氏 

 

【別表４：分野別調整担当者】 

  １．透析調整担当：阿部委員（岩手医大）※岩手県腎不全研究会、岩手県臨床工学技士会より選定  

            三愛病院泌尿器科 部長       大森 聡 氏 

            県立胆沢病院臨床工学技術科 主査  菊池 雄一 氏 

２．妊産婦調整担当：馬場委員（岩手医大） ※岩手県災害時小児周産期リエゾンより選定 

          岩手医科大学産婦人科学講座 助教  岩動 ちず子 氏 

          岩手医科大学産婦人科学講座 助教  羽場 厳 氏 

３．小児調整担当：赤坂委員（岩手医大）※岩手県災害時小児周産期リエゾン等より選定 

          岩手医科大学小児科学講座  准教授 石川 健 氏 

          岩手医科大学小児科学講座  助教  松本 敦 氏 

４．精神科調整担当：大塚委員（岩手医大） 

            岩手医科大学神経精神科学講座  講師 三條 克巳 氏 

          岩手医科大学神経精神科学講座  助教 福本 健太郎 氏 

            岩手医科大学神経精神科学講座  助教 三田 俊成 氏  他 

 



「検査体制整備計画」の見直しについて 

 

１ 見直しのポイント                                    

  国が示した「新型コロナウイルス感染症の検査体制整備に関する指針」（令和３年 10 月１日付

け事務連絡）に基づき、感染拡大に備え、次の観点で計画を見直すもの。 

  (１) 基本的な考え方 

   ・ 医療機関や高齢者施設等において、地域のワクチン接種状況や感染確認状況等に応じ、

従事者等に対して積極的に検査を実施すること 

   ・ 次のインフルエンザ流行に備え、例年のインフルエンザの流行期と同程度の発熱患者等

が増加することを想定した検査需要に対応できるような検査体制の確保 

  (２) 新たな要素 

   ・ インフルエンザ流行期の発熱患者等を想定した検査需要 等 

 

２ 見直し結果                                       

  検査需要の増加に備え、検体採取の体制については、１日当たり 8,008 件（緊急最大時）から

10,576 件（2,568 件増）に変更する。 

  また、検査分析の体制については、１日当たり 10,666 件（緊急最大時）から 14,983 件（4,317

件増）に変更する。 

 

３ 見直し前後の計画の比較                                 

 

資料３ 
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全国のインフルエンザ患者報告数（人／全定点医療機関）

厚生労働省発表資料から作成

区分 2016-17 2017-18 2018-19 2019-20 2020-21 2021-22

40週 1,111 1,047 848 4,889 7 10

41週 1,158 862 617 4,421 17 10

42週 1,843 1,201 955 3,550 20 13

43週 2,329 1,772 959 3,953 30 20

44週 2,903 2,407 1,029 4,682 32 23

45週 4,133 2,588 1,705 5,084 24

46週 6,843 3,799 1,885 9,107 23

47週 8,843 7,280 2,572 15,390 46

48週 12,334 12,785 4,599 27,393 46

49週 16,404 20,127 8,438 47,200 63

50週 24,857 36,664 16,589 77,425 57

51週 41,428 63,774 39,589 105,221 70

52週 41,438 85,976 54,517 115,002 69
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